
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

ありません。場合によっては、総資本に影響が出るくらいです。

キャッシュ・フロー対売上高比率(X3)が、本来、現金預金に関係

するものなのですが、「経審」では、簡便的に計算していますの

で、影響しないのです。 
決算期末に現金預金として残すのは大変ですが、その他流動資

産でもかまわない、あるいは、その他流動資産は、「経審」上、

点数に影響がないということになると、点数を上げるため、いろ

いろな方法が思い浮かぶようです。その結果、短期貸付金や立替

金、仮払金といった「その他流動資産」が増えているようです。

「つぶれない会社」を選別する姿勢をはっきりと打ち出している

「経審」にとっては、死角といえるでしょう。一方、「経審」を

受ける側の建設会社にとっては、「環境」の変化に順応するのは

当然です。どれだけ効果があるかは別問題として、厳しい環境の

中で辛抱強く生き抜く姿を否定してはなりません。 

ＷＩＳＥＮＥＴ編集部     松  村   清（税理士）
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□Wisdom 訪問デモ希望（無償） 
□Wisdom 資料請求（無償） 
＊すでにご注文をいただいているお客様にもこの案内

は届いています。 

□今後「Wise FAXNET」送信不要 

＜その他流動資産の誘惑＞ 

下記にご連絡先をご記入下さい。ユーザー様で前回登録時と変更のない場合に

は、貴社名と担当者名、TEL のみをご記入下さい。 

生物は皆環境の変化に順応して生き続けています。ひるがえっ

て、建設会社も、経済環境の変化に順応して生き続けようとして

います。 

国土交通省（建設省）は、バブル経済崩壊後の長引く不況の中

で、「技術と経営に優れた企業が伸びられる透明で競争性の高い

市場環境の整備」を目指して、平成 10 年と平成 11 年に「経審」

を改正しました。新しい環境を突きつけられた建設会社は、これ

に柔軟に対応しようとしています。 

そこで、最近気になるのは、国土交通省が期待する不良資産と

有利子負債の削減に加えて、その期待に反して、「その他流動資

産」が増えている会社があることです。 

「経審」では、その他流動資産はどのように位置づけられてい

るのでしょうか。まず、ここでいう「その他流動資産」とは、建

設業財務諸表の「その他流動資産」ではなく、もう少し広く、短

期貸付金等を含めたものです。（図１）「経審」では、「その他流

動資産」と現金預金は同列に扱われているのです。経営事項審査

結果通知書を見ても、現金預金と「その他流動資産」とは区分で

きません。経営状況（Ｙ）の各指標を見ても影響を受けるものが

＜2002 年経審が変わる！＞ 
2002/2/12 中建審より

●今回の経審改正案 

①完成工事高の評点（X1）の平均点を 700 点に引き上げる。

（財）建設経済研究所の見通しでは H13 年度の建設投資は 12

年度約６％の減少見込み。完成工事高評点（X1）の平均点が

700 点になるように評点テーブルを引き上げる。具体的な係数

は発表されていない。 

②企業年金制度の改正 

W 評点の企業年金加点対象として厚生年金基金又は適格退

職年金が加点されているが、確定拠出年金（企業型）、基金型

企業年金、規約型企業年金を新たに加点対象とする。どれか

に加入していると有りとなる。計算式自体の変更ではない。 

●以下は今回の改正では見送られる 

①Ｘ１評点の評点テーブル線形式化（現在の階段式の評点テー

ブルから完工高が上がるにつれ評点が上がる仕組み） 

②完成工事未収入金の公共工事分の除外（決算期により完成

工事未収入金が経審点数に大きく影響する） 
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